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1は じめ に
近年、外部報告 目的の会計測定における測定属性 として 「将来キャッシュフローの現在
(または割引)価 値1」(以下、単に 「現在価値」と呼ぶ)の 利用が拡大 している。今日では、
たとえば、リース会計、退職給付会計、及び有形固定資産に係 る減損会計などにおいて、現
在価値による会計測定が国際的 に確立 されている。現在価値の利用はそれ らにとどまらず、
税効果会計によって計上 される繰延税金 に対 しても適用 しうるとの見解が古 くから存在して
いた。わが国では1998年にiF業会計審議会から 『税効果会計に係る会計基準』(日本基準)
が公表されているが、そこでは繰延税金の割引に関する規定 自体が存在 しないため、暗黙に
禁止 されていると解 される。それに対 して、米国では繰延税.金の割引は禁止されているとは
いえ、この問題に関する公式見解が権威 ある会計公表物のなかで繰 り返 し表明されてきた。
さらに、英国では、繰延税金の割引が、強制ではなく許容 という形でではあるが、既に基準
化されている。
そこで、本稿では、米国及び英国の会計基準設定主体が繰延税金の割引の問題にどのよう
に取 り組んできたかを分析することで、.今後わが国の基準設定主体がこの問題を検討する際
の議論の基礎 を提供 したい。特に、.2000年に公表 された英国の財務報告基準第19号『繰延税
金』(r-xsis)における割引に関する規定については詳細に検討 している。その際の第一の分
析の視点は、近年、米国及び英国において開発 された、割引または現在価値測定に関する概
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念フレームワークzとの整合性である。FRS19の規定はこのような概念フレームワークに基づ
いて設定 されてはいる.が、そ.れらを詳細に検討 していくと、いくつかの不整合性があること
が明らかとなる。また、繰延税金の割引は、税効果会計のその他の側面とも密接に関連 して
いるため、割引の問題のみを独立 して検討す ることは不可能である。そこで、第二の分析の
視点.は、「税効果会計の方法」と 「税効果の認識範囲」 という二つの論点 との関連性である.
こうした税効果会計のその他の側面こそが、繰延税金の割引の是非を規定 しているのである。
本稿の構成は以下のようになってい.る。まず、第2節では、以降の.議論の理解のため、米
国及び英国の割引または現在fdti値測定に関する概念 フレームワークについて説明 した後、そ
れ らを繰延税金に適用する際の問題について述べる。第3節では、繰延税金の割引の 主要な
二つの論点である 「税効果会計の方法」 と 「税効果の認識範囲」の問題が、繰延税金の割引
の問題とどのように関連しているのかについて検討する。第4節及び第5節では、米国.及び英
国の会計基準設定主体の公表物における.繰延税金の割引に関する見解の変遷を、第2節及び
第3節での議論に照らしつつ、それぞれ跡付ける。特に、第5節では、繰延税金の割引を許容
している英国のFRS19における割引に関する規定を、第2節で提示 された割引に関する概念
フレームワークに基づいて検討する。第6節では、本稿における主要な結論を要約するとと
もに、わが国において繰延税金の割引の導.入を検討する際の課題について述べる。
2現 在価値測定のフレームワーク
2-1会 計 測 定 に お け る割 引 また は現 在 価 値 測 定 の 意 義
本稿 は、繰 延税金 を割 り引 くべ.きか 、.言い換 えれ ば、現在価値で測定すべ きか3につ いて議
論す る ものであるが、そ もそ も資産 または負債 を割引後 の現在描値 で測定す るこ との意 義 は
何 で あろうか。
zooa年に米国の財務会計基準 審議会(FASB)か ら公表 さ.れた財務会計概念 ステ ー トメン
ト第7号 『会計測定 におけるキ ャッシュフロー情報 及び現在緬値の使用』(SFAC7)によれ ば、
現在価健 を計算す ることの唯一の 目的は 、それが原初測定及び フ レッシュ ・スター ト測 定 に
おいて用い られ る場合 には、公正価値 を見積 もることで あ り、現在価値 の計算は、公正価値
を形成す る諸要素 を捉 えるようにすべ きで あると され る(par.25)。2004年にFASBか ら公表
され た公開草案 『公正価値測定垂(ED)に よれ ば、公正価値 とは 「十分 な知識 と、取引 の意
思 を持 った第三者 間の現 在の取引 において 、資産 または負債 が交換 され うる価格4」(par.4)
で ある.と定義 され る。そ して、現在 価値 の計算 によって捉 えられ るべ き、公正価値 を形成 す
る諸要素 とは、資産 の場合 には(a)将来 の見積キ ャッシュ フロ.一、(b)将来の キ ャッシュ フロ
ーの金 額及び発生時点に関する リ.スク、(c)貨幣の時 間価値 、(d)リス ク ・プ レ ミアム、並 び
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に(e)流動性及 び市場 の不完全性の ようなその他の状況 に特有の要因の ことであり、負債 の
場合 にはこれ らに加 えて(n企 業の信用力 も含 まれ るとされ る5(par.A2)。現在価値測定 に よ
って 、上 記の諸要素 に起 因す る経済 的相違 を資産及び負債 の測 定値に反映 させ ることがで き
れば、(た とえば、割 引前の キャ ッシュフローに基づいて測定す る場合 と比べて)会 計情報 の
質的特徴 の一つで ある比較可能性 を向上 さ.せ、投資家 に対 して より有用 な情報 を提供す る こ
とがで きると考 え られ る6。この ことこそが、会 計測定におけ る割引 または現在価値測定の 意
義で あ.るとい えよう。
他 方で 、1997年に英国の会計基準審議会(ASB)か ら公表 された ワーキングペ ーパ ー 『財
務報 告にお ける割引』(WP)に おいては、「将来 キャ.ッシュフローは、多 くの様々な会計測 定
値 を計算す るために利 用す ることがで きる。資産 につ いては、将来キ ャ ッシュフローは、一
般 に、使用価値 を計算す るため、 または公正価値 を見積 もるため に用い られ る」(par3.1)と
述 べ られ てい るよ うに、FASBとは異 な り、ASBは現在価値 を計算す る ことの 目的 を公正 価
値 の見積 もりに限定 していない。SFAC7によれ ば、「企業 固有 の価値(引 用者注一使 用価値)
の特徴 として、それは企業の見積 キ ャッシュ フローにつ いて同一の情報及び それ を生み出 す
同一の能力 を有 す る独立の第三者 であれ ば、その将来 キャ ッシ ュフローの見積 もりを現在 の
価 額 と交換 す る取引 に応 じるような価額 であ るといえる」(footnote4,referredtoinpar.24
(b))。繰延税金 資産及び負債 につ いては、のれ んが生 じないこ とに加 え、公正価値 を見積 も
ると して も企業 自体 が見積 もる しかないので あるか ら、 これ らの公正価値 と使用価値 は一・致
す るとい えよう。従 って、少な くとも繰延税金 資産及び負債 について は、FASBとASBとの
間で、現 在価値測 定の 目的の相違 はほとん ど存在 しないと考 え られ る。
ただ し、ASBのWPで は、「企業の財務諸表 に企業 自体 の信 用 リスクの変化の影響 を反映 す
る ことが常 に望 ま しいか は疑 問である」(par.4.3)とし、負債 の現在価値 測定に 「(n企業 の
信 用力Jを 反映すべ きではないと して いる点で、FASBとは異な る。
?
?
?「??ー
?
2-2現 在 価 値 の 計 算 方 法
それで は.、現在価値 の計算方法 は、具体 的には どの よ うな もので あるべ きだろ うか。現 在
価値 の計算方法について、FASBのEDで は、 「割引率修正法(discountrateadjustmenttech-
nique)」と 「期待現在価値 法(expectedpresentvatuetechnique)」の二つが提示 されてい る
が7、ASSのWPで は、期待現在価値法 に相 当す る方 法 のみが示 され てお り(par.2.3;)、割 引
率修正 法に相 当する方法 に関す る記述はない。
(s)割引率修正法
EDに よれば、割引率修正法 とは、一組の キャ ッシュフu一 流列 を当該 キャ ッシュフロー に
固有 の リスクに対応 した率(リ スク修iF.割引率)で 割 り引いて戻在価値 を計算 する方 法で あ
一tO3一
繰延税金の割引現4r:価値測定
る』 この ときのキャ ッシュフnに は、契約上の キャ ッシュフローや最 も発生の可能性 の高
い単一の金額(最 善の見積 もり)が 用 い られ る(par.A9>。具体 的には 、現 在価値PVは 、t期
の契約上の(ま たは最 も発生 の可能性の高い)キ ャ.ッシュフローCF,及びt期 の り.スク修 正割
引率r剛 をインプ ッ トと して用 い る以下の式 によって計算 される。
・・一馨(1銑
.y
SFAC7によれば、 ここでの リス ク修正割引率r。4A、は 測定対象の資産 または負債 と同様 の
不確 実性 を伴 うその他の資産 または負債の観察可能 な利子率 か ら推 定 され なければな らない
と され る(par.44)。
(2)期待現在価値法
EDに よれば、期待現在価値 法 とは、発生 の可能性 のある全てのキ ャ ッシsフ ローを確 率で
加重平均 して計算 され る期待 キャ ッシュ フローの流列か ら出発 し、当該 キ ャ ッシュ フローに
固有の リスクに対 して市場 が要求す る リス ク ・プ レ ミアムを、以下 の二 つの方法の うち一つ
.を用いて反映 させ る方法で ある(
par.A12)。
第1法 では、期待 キャ ッシュフ ローは リスクについて明示的 に.修正(減 額)さ れ(リ.ス ク
修正期待 キ.ヤッシュフロー)、資産 の確 実性 等価 キ ャッシュフロー と同様 に、無 リスク利 子率
で割 り引かれ る(parA12)。具体的 には、現在価値PVは 、醐 の キャ ッシュ フローcF,、t期
の キ ャッシュフローに固有の リスクに対 して.市場 が要求す る リスク ・プ レ ミアムRP,及びt期
の 無 リスク利 子率rf,をイ ンプ ッ トとして用 い る以 下の式 に よ って計 算 され る。 ただ し、
El}[']は現時点での情報 を所与 と した場合 の期待値 オペ レータで ある。
、?
?
錐 欝響号]ヂ
ここで、 リスク修正期待 キャ ッシュフローは 「確実性等価 キャ ッシュフ ロー」 と も呼 ばれ 、
あ る期待 キャ ッシュフロー と市場 において無差別 に交換.され うる、あ る確実 なキ ャッシュフ
ローを意味 してい る(footnote17,referredtoinpar.A13)。
第2法 では、期待 キャ ッシュフローは、当該 キ ャ ッシュフローに固有 の リス クに対応 した
率(リ.スク修正割引率)で 割 り引 かれ る(par,A12)。:具体的には、現在価値PV.は、t期のキ
ャ ッシュ フローCF,及びt期 の リスク修正割 引率rnnt、をインプ ッ トと して用い る以下 の式 に
よって計算 され る。
… 馨諜 齢
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」
?
?
??
こ こで 用 い られ る リス ク修 正 割 引率race、の 見積 もりに は、資 本 資産 価 格形 成 モデ ル
(cnPrvr)のような、 リス ク資産 の価 格形成 に用い られ るモデル を用いる こともで きる とされ
る(footnote18,referredtoinpar.Al.2)。この よ うに、期待現在 価f直法では、第1法 では期 待
キャ ッシュフローで 、第2法 では割引率 で、それぞれ リス ク調整 を行 ってい るという形式 的
な違 いがあるだけで、計算結果 は當 に同 じになる。
.(3)・..代.替的な計算方法の評価...........
割引率修 正法 も期待現在価値 法 も同 じ公正価値 の見積 もりを目的と しているの であるから.、
同 じ計算 結果 とな らなければ な らない はずで ある。 しか し、その ことは理論的 に保証 され て
いるわけではない。EDに よれば、割引率修正法にお けるリス ク修正割 引率r崎、と、期待現在
価値法第2法 におけ るリス ク修正割引率r湾pノ.,は、それぞれの評価式 におけるキ ャッシ ュフロ
ーの値 が異な る場合 には、異 な る値 とな ると.され る(par.A13)。そのため、上掲 の各 評価式
においては、二つの リスク修正割 引率の記法 を区別 した。.しか し、測定方法 によって同一 の
資産 または負債のキ ャ ッシュフ ローに固有の リスクに対応 した率が異 なるとい うのは明 らか
におか しい。 リスク修正割 引率の こ うした区別 は、 キャ ッシ ュフローの値 が異 な る場合 に 、
割 引率修 正法 と期待現在価値法 とで公正価値 の見 積 もりが異 なって しま うとい う矛盾 を紛 ら
わす ための辻褄合わせ としか考 えられない。実際、EDの 数埴例 において も、割引率修 正法 に
おけ る リスク修正割引率raei、は 期待現 在価値法 によ って見積 もられ た公正価値 か ら逆算 す
ることによって しか決定で きない ことが示 されてい る(par.AIS)。
こ う した割 引 率修 正 法 の理 論 的 な欠陥 をFASBは 多少 な りと も 自覚 して い た よ うで 、
SFAC7では、最 も可能性の高 いキ ャッシュフローよ りも期待 キ ャッシュ フローのほ うが公正
価値測 定 と整合的で あ る(par.53)ことを根拠 と して、 「&ASBは多 くの場合 にf云統 的 アプ ロ
ーチ(引 用者注一 割引率修正法 〉 よりも、期待 キ ャッシュフロー ・アプローチ(引 用者注一
期待 現在価値法)の ほ うが有効 な測定.手段 を提 供す ると判 断 した」(par.45>と述べ てい る。
しか し、その後、EDに おいて 「(引用者 注一..一リスクに対応す る利子率 を決定す るために必 要
な)n様 の不確 実性 を伴 う嗣様 の資産(ま たは負債)の 価 格 が市場 で観 察 可能 な場合 には 、
割 引率修正 法のほ うが有用 であるか も しれない」(par.A8)としたことには問題 がある。なぜ
な らば、既述の よ うに、同二 の資産(ま たは負債)に つ いては、そのキ ャッシュフローに置
有 の リスクに対応 した率 も周 ・.・・で あるか ら、同様の不確実性 を伴 う同様の資産(ま たは負債)
の価 格 に基 づ く直近 の実 際収益率 は、割引率 修正法 だけで な く期待 現在価値 法 にとって も、
り.スク修 正割引率の適切 な推定1と なるはずで ある。従 って、同様 の不確実性 を伴 う同様 の
資産(ま た は負債)の 価格 が市場 で観察 可能 だか らといって、割引率修正法 を用 いなければ
な らない道理 はないはず で ある。 さらにい えば、期待 現在価値法第2法 ではCAYMの モ デ
ル を用いて リスク修正割引率 を算定 す ることが想定 されてお り、 この ような場合 にCAPMを
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溺 い るために嫁、同様の不確実性 を伴 う同様の資産(ま たは負債)の 価格 に基づ く実 際収益
率 のデー タが必要で あるがN、上述 したr<.rの論理(par.AS>によれば 、そのよ うなデー タが
得 られ る場合 には割引率修正法 のほ うが有 用 とされ るの だか ら、期待 現在価値法 を用 い るべ
き状況 は存在 しない ことになって しまう。
この ように、EDに おける二つ の方法 を使 い分 けるための指針 は矛盾 してお り、よ り適 切な
指針 に改 められ るべ きで ある。 フ ァイナ ンス理論 との整 合性の観点 か らは、期待 キャ ッシュ
フローを用 いる期待現在 価値 法のほ うが妥 当であるこ とは間違いfdい.。.しか し.も しも割引.
率修 正法のほ うが有効 な場合 が.ある.とすれ ば、それ は期待 キ ャ ッシュ フローを算定す ること
が困難で ある場合 に、実務 上の簡便法 と して単.一..・の見積 もりを用 い ざるを得 ない場合 で あろ
う。そ して、実際 には、む しろその ような場合のほ う多いか もしれ ない。
2・3繰 延 税 金 の現 在 価 値 計 算 に お け る問題
上記の二つ の方 法の うちいずれ を用 い るとして も、繰 延税金 の現在価値 を計算す るために
は将 来 キャ ッシュ フローの発生時点 と金額 を決 定 しな けれ ばな らない。 これ らは、スケ ジュ
ー リングを行 うこ と、すなわ ち当期末 に存在 する一時差異 が将来 の どの時点 にどれ だけの金
額 だ け解消 す るかを見積 もることによって決定 され る。わが国 の税効 果会計の実務 におけ る
スケ ジュー リングは割 引 を目的 と したもの ではな く、繰 延税金資産 の同収可能性の判断 を 目
的 として行われて いるが、繰 延税金 を割 り引 く場合 には.ス ケジュー リングに基づいて将来
の各時点 において回収 または決 済 され るキャ ッシュフロー を見積 もり、それ らを適切な割引
率 を用いて現時点に まで割 り引 くことになる。
ス ケジュー リングを行 う際 の問題 として4#、第.一に、解消 す'る時点 と金額 が不確 実で ある
ため.スケ ジュー リングが困難 または不可能 であるよ うな差異 が存 在 しうるとい う問題 がある。
この ことは、繰延税金 資産 の瞬収可能性 の判断において も生 じる問題で ある。第二 に、繰 延
税金 の割引に特有の 問題 と して 、複 数期 間にわた り発生 し、かつ複数期 間にわた り解消 する
差異 について、当該差 異の発生 と解消 のパ ター ンに関す る仮定 が必要 となるとい う問題 があ
る。齋藤[1999.PP.1`13-128]は.このよ うな仮定 と して考え.られる もの と して、先人先出法、
後入後出法、加重平均法 、及び単一取引法3を挙げてお り、設例 を用いて それぞれの仮定 に基
づ く測定疸 を比 較 してい る。 それに よると、差異 の発生 と解消 のパ ターンに関す る仮定の選
択の影響は差異発生期間の計算に限 られ るとい う。ただ し、齋藤[1999]は、 これ らの方法の
うちどれが望 ましいかについては述 べていない。RayUuml1987,p.45]は、 この うち先入先出
法が最 も.妥当な方法 であ り、 その他 のいか なる方法 も、偶 然の一致 の場合 を除いて、納税の
延期の現実の経済 的影響 を近似 しない と述 べてい るが、その根拠 は明確 でない。従 って、 こ
の問題 につ いては さらなる検討 が必要で あろう。
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3繰 延税金の割引の論点
3-1税 効果会計の方法 と繰延税金の割 引
繰延税金の割引の適否は、税効果会.計の方法として、繰延法 と資産負債法のいずれを採用
するかに依存 している。まずは、各方法の概要について確認 し、それぞれの割引との整合性
を検討する。
(1)繰延法と割引
繰延法は、法人税等を発生主義に基づいて計上することにより、税引前利益と法人税等の
合理的対応を達成することを目的 とした方法であり、収益費用アプローチに基づ く方法であ
るといえる。この繰延法を適用 した場合、借方繰延税金 として繰延税金費用(defercedtax
charge)が、貸方繰延税金として繰延税金収益(deferredtaxcredit)が計上されることにな
る。繰延税金費用は、期間差異に係 る法人税等の計上を、当該差異の解消が納税額を減少さ
せる将来期間まで繰 り延べるための計算上の擬制項目であり、繰延税金収益は、期間差異に
係る法人税等減少益の計上を、当該差異の解消が納税額 を増加 させる将来期間まで繰 り延べ
るための計算.上の擬制項aだ か らである。従 って、繰延税金費用(収 益〉は、将来のキャッ
シュフローではなく、過去のキャッシュフ.ロー を将来の費用(収 益)と して繰 り延べたもの
であるため、割 り引 くことはできないと.考えられる10。
(2)資産負債法と割引
それに対して、資産負債法は、当期末に存在する.会計...tと税務上の差異に起因して、その
差異が将来の期間において解消 され るときに生 じると見積もられる税金の増加または減少を
貸借誘照表に計上することを目的 とした方法である。この資産負債法を適用 した場合、借方
繰延税金 として繰延税金資産(deferredtaxasset>が、.貸方繰延税金 として繰延税金負債
(deferredtag]iabiliry)が計上されることになる。繰延税金資産は、将来減算一時差異が解消
する期間に生じる 「納税額の減少一1という税効果 を表現 し、繰延税金負債は、将来加算..・・時
差異が解消する期間に生 じる 「納税額の増加」 という税効果を表現するものである。こうし.
た税効果は将来のキャッシュフローであるから、それらを割 り引くことにより、貸借対照表
日現在の価値で測定 されるべ きであると考えられる。
(3)現在価値 法の適用形態
このよ うに、繰延税金資産 及び負債 は理論 的には割 り引 かれ なければな らないのであ るが、
Stepp[1985,p,/06]は、繰 延税金資産及び負債 を割 り引 く際 に、「各貸借対 照表Hに おいて、
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その 日の条件 によって決定 される割 引率 を用い た包括 的再 計算 を行 うべ きか、あるいは 、各
発生期間 につ いて繰延税金の割 引額 を別々に設定 し、当該 発生 期間 に付 され た割引率 を用 い
て割 り増 してい くべ きか」 とい う問題 を提起 して いる。 本稿 で は前者の方法 を 「継 続 的再評
価Jと 呼ぶ。 また、後者 の方法 は、SFAC7にお いて 「利 息法」 と呼 ばれてい るもので ある。
この問題 を検討す る前に、以下 ではこれ ら二つの現在樋値 法の概 要 を説 明す る。
まず 、継続 的再 評価 とは、毎期末 に包括 的再 計算、す なわち フレッシュ ・スター ト測 定 を
行 う会 計処理で あるといえ る。.SFAC7によ.れ.ば.フレ ッシュ ・スター ト測 定 とは、「以 前の
価額及 び会計慣行 とは無関係 な新 た な簿価 を設定す る、原初認識 以降の期間 におけ る測 定」
(GlossaryofTerms,T松・広瀬訳[2002,p.421];とされ る。 その際、繰 延税金資産及び 負債
につい ては活発 な市場 において同....・また は類似 の資産 または負債 につ いて観察可能 な価 格 が
存在 しないか ら、EDが 提案 してい る割引率修 正法や期待現在価値 法のよ うな評価技 法 を用い
て計算 され た現在価値 で測定 される ことに なる。 また、継続 的再評価 は、貸借対照表項 目の
価値評 価 を重視 して いることか ら、利益観 と して明 らかに資産負債 アブローチ に基づ い てい
るといえよ う。
それに対 して 、利息 法 とは 、SFAC7によれば 、「フレ ッシュ ・スター ト測 定を行わ な い場
合 に 、資産 また は負債 の簿価 の期 間変動 を計 算す るため に現 在価値 法 を用 い る報 告慣 行」
(GlossaryofTerms,平松 ・広瀬訳[zooz,P4ax//とされ る。現行の会計....ヒの公式.見解で は、
「ほ とん どの場 合、利息法 は契約...r.のキャ ッシュフローに基づ いて おり、 また、その キ ャ ッシ
ュフローの全 期間にわたって一定の実効利子率 を前提 と している。すなわち、利息法 は(期
待 キ ャ ッシュフローではな く)約 定 され たキ ャッシュフローを用いてお り、割引率は、約 定
された キャ ッシュフローの現在価値 をJr-該資産 または負債の原初価格 と等 しくす る単.一の率
に基づ いている」(par.95,平松 ・広瀬訳[2002,p466])。従 って 、繰延税金資産(ま たは負債)
に利息法 を適用す る場合、原初認識時 には、 フレ ッシュ ・ス ター ト測 定時 と同様 に、EDが 提
案す るよ うな評価技法 を屠 いて算定 され た現在価値 で測 定11し、そ こで計算 された割引額 を、
以降の期間 において一 定の実効利子率で割.り増 してい くこ とになる。
ここで 、利子率 の変 化 は価 格変動 とr,一種 類の事.象であ るか ら、市場利子率の変化 に よっ
て当初の実効利子率 を変化 させ ない利息法12は歴 史的原価の 考え方に基づいてい る(par.96)
ことに注 目すべ きであ る。す なわ ち、利息 法は、利益観 として収益費用 アプローチに基づ い
てい る。一般 に、税効果会 計の方 法 と しての資産負債法 は、利 益観 と して資産負債 アプ ロー
チ とのみ結びつ くと考 えられていたが 、現在価値 法 と して利 息法 を適用す る場合 には収 益費
用 アブ ローチ と結びつ いてい るので ある。以 上の議論 よ り、前提 とす る利益観 と税効果 会計
の方法の組み合わせ と、それ らに適 用すべ き現在価値法 は.ド表の ように要約で きる。
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俵 】「利益観」と 「税効果会計の.方法」の組み合わせとそれらに適用ずべき現在価値法
収益費用アプローチand慕 X収益費用.アプロ ・ーチand資産負債法 利息法
資産負債 アプローチand資産負.債法 継続的再評価
.そ.れで.は、資産負債法を前提 とする.A:..繰延税金資産及.び負債の測定に適用すべき現在
価値法 として、継続的再評価と利息法のいずれが妥当であろうか。Stepp[1985,p.106]は、
利息法の ように割引後の繰延税.金を発生年度別に追跡することは恐らく実務に耐えないだろ
うし、繰延税金の金額が利子率の変化を反.映する継続的再評価のほうが資産負債法とpoi的
であると主張 している。このことから、理論的妥当性の観点からは、前提とする利益観に依
存するとしかいえないが、少なくとも実務上の簡便性の観点からは、継続的再評価のほうが
利息法よりも優れているといえる。
3-2税効果 の認識範囲 と繰延税金の割引
割引を行 うか否かは測定に関する問題であるため、部分的認識法と包括的認識法のいずれ
を採用す るかという認識に関する問題 とは、基本的に無関係である13。しか し、会計基準設
定における繰延税金の割引の是非に関する判断は、税効果の認識範囲によって大 きく影響 を
受けると考 えられる。なぜならば、税効果の認識範囲の決定方法として、包括的認識法と部
分的認識法のいずれを採用するかによって、貸借対照表上での繰延税金の金額に非常に大き
な相違が生 じるか らである。
部分的認識法では、「発生の可能性の高い将来の取引の税効果を考慮 した後で、実際に税金
が支払われ る、または、税金が軽減 される可能性が高い範囲についてのみ、当該期間に認識
された全ての利得及び損失の全ての潜在的な税務上の帰結について、毎期、(引用.者注一繰延
税金が)計 上 されるJ(ASB[1995],par.},].1)。この方法による場合、納税(ま たは税金の軽
減)の 繰 り延べが実質的に永続すると見込 まれる部分の期間差異については、繰延税.金を認
識 しないことになる。
一方で、包括的認識法では、「貸借対照表日までに認識 された全ての利得及び損失の潜在的
な税務上の帰結について、それら.の利得及び損失が税務.といつ認識されるかとは無関係に、
毎期、(引用者注一繰延税金が)計一.ヒされるJ(ASB[1995,par、4.1.1])。この方法による場AFI.
「ある種の税制の下では、決 して実質的.に減少しない多額の繰延税金を累積 させ うる」(ASB
[1995,par.4.7.9】〉ことが指摘 されている。
そのため、一般 に、部分的認識法を採用する場合には、包括的認識法を採用する場合より
も、貸借対照表に計上 される繰延税.金の金額は小 さくなる。すなわち、割引率が正である限
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り、割引が繰延税金の金額 を小 さくするのと同様の影響がある。そのため、資産負債法 を前
提とする場合、負.債比率等の財務比率に基づく契約への経済的帰結を考慮するならば、繰延
税金が貸方残高となる企業がほとん どであるような国では、繰延税金負債 を可能な限 り小 さ
く計..ヒするために、部分的認識法と割引が.選好されると考えられる。
ただし、部分的認識法も割引も非常に複雑で実務上の負担が大 きいことから、コス トとベ
ネフィッ トを考慮して、どちらか一方のみの採用に留 まることも考えられる。たとえば、部
分的認識法を要求する場合.に.は.ぐ....それだけで繰延税金負.債の金額は十分 に小 さくなるのだか
ら、さらに追加的なコ.ストを課 して まで割引を要.求しようとする.誘因はほとん どな くなる
(Stepp[1985,p.99]、ChaneyandJeter[1989,u、Id】)。また、同 じく資産負債法を前提とする
場合、割引を要求 しないことによって、特定の項目の測定が繰延税金の公正価値から著 しく
乖離するとみなされる場合には、そうした特定の項目についてのみ部分的認識法を要求する
という選択がなされることもある。また、逆に、部分的認識法を要求 しないことによって失
われる情報を、割引が提供する情報によって代替するという選択がなされ る場合 もある。こ
うした選択が行われた具体例 については、第4及び5節において提示 されている。
4米 国における繰延税金の割引を巡 る動向
本節以降では、米国(第4節)、英国(第5節)の 順に、各会計基準設定.十.体が繰延税金の
割引の問題に対 してどのように対処 してきたかを跡付ける。本節においては、国際的な会計
基準設定の局面において最 も大 きな影響力を行使 してきた米国における動向について述べる。
a-i繰 延 法 と割 引 の不 整 含性
米 国の権威 ある会計公表物 において初 めて繰 延税金 の割引 に関す る記述 が登場 したの は、
会.計原則 審 議会(APB)が1966年 に公表.したAPB意 見 書 第10号 『オ ムニバ ス意 見書 』
(AAI'i3()1C)においてであ る。そ こで は、繰延税.金を割 り引 くべ きではない と結論づ け られて
い るが、その理 由は、財 務会計全般 にお ける割 引に関す る検 討が十分 でなかった ためで あ る
と され る(par.6)。しか し、Pel'Sの母 体で ある米n公 認会計士協 会(AICPA)から同年 に公
表 され た.会計研究叢書 第9号 「法入所得税 の期間配分』(AR59,Black[1966])は、税金負債
の過大評価 と期 間純利益の誤表示 を回避 す るためには、利息要素 が重 要で あるときには必ず、
長期の税金負債の割引 が要 求 され なければ ならず 、その際 の適 切なX111率は企 業の 内部利益
率 であ る(p.115)と結論 してい る。ARS9は、借方繰 延税金 には繰延法 を、貸 方繰 延税金に
は負債 法 をそれ ぞれ適用 すべ き としてい る14ため、上記の議論 は、負債法 によって計..r.され
る繰 延税金 負債 を割 り引 くべ きと主張 してい ることになる。一方 で、繰延法 によって計上 さ
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れ る繰 延税 金費用を割 り引 くべ きか否 かにつ いては述べ られ ていない。従 って、 この ことは 、
本稿3-1における 「繰 延税金 資産及 び負債 は割 り引 くべ きであ るが、繰延税金費用及び収益 は
割 り引 くべ きでないJと い う議論 と矛盾 は して いない。た だ し、本稿2-2で検討 したよ うに 、
繰延税 金負債 に対す る割引率 としては 、当該負債 に固有の リスクに対応 した リス ク修 正割 引
率 を用 いるべ きであり、内部利 益率 を用い ることは妥当でない。
その翌年の1967年には、このARS9の成果 に基づ いてAPB意 見書第11号 「法人税等 の会計』
(.APBO11)が公表 され たが、繰延税金 の.割引につ.いてはARSS.の結論 は採用.されず、APBO10
の.とき.と同 じ く割 引全般 に関す る検討 が未 だ不 十分で あると して禁止 されてい る(par.3)。
また、1971年に公表 され たAPB意 見書.第21号 「.未収 金及び未払金 に係 る利息 』(APBO21)
は、長期 の未収金及び未払金 を割 り引 くよ うに規 定 したが、APBO10にお ける繰延税 金 を割
り引 くべ きで ない とい う結論は 、 この意 見書 に よって修正 され る もので はな い としてい る
(footnote3,referredtoinpar.4)
ところで 、APBO11は税効果会計の方 法 と して.繰延法 を採用 していたが、その後の 議論の
進展 に より、1973年か らAPBに代わ って権威 ある会計基準 設定主体 となった財務会 計基準審
議会(FASB)は 、APBO11において繰延税金 の割 引 を.要求 しなかった ことの妥 当性 を事後的
に知 ることになる。APBO11では、繰延法 に よって計上 され る繰延税 金費用 または収益 につ
いて、r通常の意味 におけ る未収金 また は未払金 を意昧す るもので はない」(par.57)と述 べ
るだけで、 その性格 は必ず しも明確 に され.なか った。 しか し、1980年にFASBから公表 され
た財 務会 計概念 ステー トメン ト第3号 『営利企 業の 財務諸 表の構 成要素 』(SFAC3)では、
「APBO11にお ける繰延税金収益 は負債 で も資産 の減少で もない」(par.ユ64)とされ た15。そ
して、1983年に公表 された討議 資料 『法人 税等 の会計 に関す る諸 問題の分析 』(DM)は 、
「もしも繰 延法によ って生 じる貸借対照表価額 が、資産 もしくは負債 、 または、その他 の資産
及び負債 の増加 も しくは減少 でないな らば 、割 弓iは繰延 法 と整合 しない」(par.109,b)と述
べて いた。 この ことを前述 したSFAC3での結論 と考 え合わせれ ば、DMに おいてFASBは繰
延法 によって計.上され る.繰延税金費用及 び収益 を割 り引 くことはやは り妥 当で なか った と.判
断 してい たことが分か る。その理 由は、本稿3-1で議論 した通 り、繰延税金費嗣 及び収益 が資
産 もしくは負債ではな く、単なる計算上 の擬制項 目に過 ぎないか らである。
4-2資 産 負債 法 と割 引 の整 合 牲
また 、DMは 「割引 は 、期.間差 異 に係 る税 効 果 の負 債 法 に よ る会計 処 理 と整合 す る」
(par.--0>と.してい る。 それ は 「負債 法の下 での割 引は、将来の キ ャッシュフロニの現在価
値 を測定 しよ うとす る」(par.110)からで あ る,,その後 、DMに 基づ く審議 の結果 、1987年
に財務 会計基準書第96号 『法人税等 の会計墨(SFAS96)が公表 されたが、そ こで は税効果会
計 の方 法 として資産負債法を採 用 してい る。 そのため、DMの 記述 に従 うな らば、SFAS96に
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おいて計.上され る繰延税金 は割 り.引かれ なけれ ばな らない ことに なる。 しか し、SFAS96は、
「割引 につ いて は扱 わない」(par.6(u))として、繰 延税金 の割引 を禁止 している。その理由
と して は、DMに 対す る回答者 のほ とんどが繰 延税金 の割引.に反対で あ ったことに加 えて、
繰延税金 の割 引の概念的妥 当性 に関す る6PJ題や割引の実施 上の問題 は数 多 くあ り複雑 であ る
こ と、割 引によ って法人税等 の会計処理 が複雑 になる こと、及びaYSOio及びAPBO11と同
様 に、割 引は法人税等の会計処理 のみ に止 まらず 、よ り広 範な文脈で扱 うべ きとい う理 由 が
...挙げられてい る(pars.171-172).δ....己...................・...........・........一
一方で、多 くの理由か ら割引 に.賛成す る理事 もいた。SFAS96に反対 した理事の一・人で ある
DavidMossoは、繰 延税金 を割 り引か なければ、財務諸表 は、税金の繰 り延 べ または前払 い
が発生 した時点 において 、その便益 または負握 を表示せ ず、現実 があたか も税金 の支払われ
る時点 につ いて無差 別で あ るかの ように表示 され る。 そのため、財務諸表 の企業 間及び期間
の比較可能性 が損 なわれ るこ とを懸念 した。 また、繰延税 金 を割 り引か ない場合、APB意見
書第23号 「法人税等 の会計一特殊領域』(APBO23>が対象 とす る差異 に係 る繰延税金 を認識
す ると、繰延税金 負債の金額 を著 しく過大評価 す ることにな る。 そ して、それを回避 す るた
め に、SFAS96ではAPBO23の差異 に係 る繰延税金 を認識 しない という 「包括的認識法 に対す
.る例外規 定」 を存続 させな ければな らな くなった16ことを指摘 している(SFAS96,p.22)。こ
れ は、本稿3-2で述べ たところの 、割引 を要求 しない ことによって特定 の項 目の測定が繰延税
金の公正価値 か ら著 しく乖離す るとみな され る場合 に、そ うした特定 の項 目についてのみ部
分的認識法を要求す るとい う選択 がな され た具体例で ある。
4-3SFAS109の公 表 と割 引 に関 す る.概念 フ レー ム ワー クの 整 備
その後、SFAS96は一度 も強制適 用 され ることな く、ユ992年に財務会計基準書第109号 「法
人税等の.会計g(SFAS109)によって改.訂された。 しか し、このSFAS109もSFAS96と同様 に、
割引 につ いて は扱 わない(par.5(b))と述べ 、繰延税金 の割 引 を禁止 している。その理 由 と
して もSFAS96と同様 、UAAに対す るn!^nH`者のほ とん どが繰 延税金の割引 に反対で あった こと
に加 えて 、繰延税金 の割引の概念的妥 当性 に関す る問題 や割引の実施上 の問題 は数多 くあり
複雑で あることが挙 げ られた(pars.198-199)。さらに、「も しも繰 延税金 が割 り引かれ るな
らば、.....一時差異 の将 来の解消についての詳細な分析 が定期的 に必要 とな るだろ うし、StA'AS96
に対 す る批 判 の 多 くは.スケ ジュ ー リングの必 要 性 に関 す る もの で あっ た」 と述 べて い る
(par.199>。そ もそ も、SFAS96は繰延税金の認識 のた めに一時差 異等の解消 に関.:するスケ ジ
ュ_qン グを要求 していたが、 その作業 が非常 に複雑 で面倒 で あるとい う強い批判 を浴びた
ことが改訂の大 きな原因で あったとい う(par、73)。そうい う.わけでSFAS109では繰延税金の
認識のために スケジュー リング を要求 しない ことに したに もかか わ らず、今度は割引のため
にスケジュー リングを要求 したの では改訂の意瞭がな くなって しま うとい うことで ある。
…312一
繰延税金の割引現在価値測定
一方 で、繰延税金 の割引の概念的妥 当性 や割引の実施上 の問題 を解決す るための枠組 み に
つ いては、近年 、大 きな展 開が晃 られ る。FASBは1988年10月に現在価値 に関する研究 プ ロ
ジェク トを審議議題 に追加 し、SFAS109公表前の1990年には既 に討議資料 『現 在価値 によ る
会計測定』 を公表 していた。それ以降、 い くつ かの文献 を公表 した.後、2000年には 『会計測
定 にお けるキャッシュ フロー情報 及び現在価値 の使用』(SFAC7>を公表 し17、さらに2004年
s月に公表 された公 開草案 『公正価値測 定』(ED)は 、SFAC7にお ける現 在価値法の適用 指
針.を充実.させ ている6こ う して今 や、.米.国.c.お.いて は、.繰延税 金の割引の.問題 を検討 するた
めの準備は十分に整 っている といえよ うIN。
5英 国における繰延税金の割引の基準化
本節では、英国の会計公表物か ら、繰延税金の割引.の基準化に至った経緯を確認する。 さ
らにFRS19が繰延税金の割引の実施上の問題にどのよう.に対応 したのかについて詳述すると
ともに、割引に関するフレームワークに照 らしたときの、FRS19の規定の問題点をいくつか
指摘する。
5-1繰延税金残高の包括的認識 による増加 と割引による減 少
英国では、1978年に会計基準委員会(ASC)から公表 された会計実務基準書第15号 『繰延
税金の会計』(SSAP15)以来、税効果の認識範弼の決定方法として部分的認識法を採用して
いた。 しかし、1995年に会計基準審議会(ASB)から公表 されたデ ィ.スカッションペーパニ
『税金の.会計』(DP)において、英国の税制及び経済条件の変化への対処や会計基準の国際的
調和など様々な観点19から、「審議会は、英国は包括的認識法を採用すべきであると暫定的に
結論 した」(par.4.7.1)。そして、後で説明するように、このことは、DPが繰延税金の割引を
提案する契機 となった。
本稿3-2で述べたように、包蜥的認識法への転換によって、繰延税金0)金額ぱ部分的認識法
を採屠 していた場合 よ.りも著 しく大 きくなるzo。これは、包括的認識法では、仮に繰延税金
の一部が実質的に永続すると見込まれても永続 しない部分とnに 認識するというように、
繰延税金の回収または決済の時点によって認識の差別化を全 くしないためである。そして、
繰延税金負債の残高.が減少する時点の.wも りが、経営者が管理する将来の投資計画に依存
していることを考えると、繰延税金が増減する時点によって認識の差別化 をしない包括的認
識法は、多くの財務諸表.利用者が重要 と考える経営者の機能一 「納税の金額 と時期の管理」
に関する情報を提供 しないことになる21。この.情報は、繰延税金負債が決済 される時点とそ
の金額に関するものであるか ら、繰延税金負債の現在価値の見積もりにおいて決定的に重要
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であると考 え られ る。 その ため、DPで は、包括的認識法へ の転換 によって この ような情報 が
提供 されな くな る弊害 は、割引 を実施す ることによって、取 り除 かれ るか、少 な くと も緩和
され ると考 え られた(par,6.1.2-3)。すなわち、経営者.による 「納税 の金額 と時期の管理 」 に
関す る情報 は、部分的認識法 によって認識の側面 か らも.提供 され うるが、割引に よって測定
の側 面か らも提供 され うることか ら、DPは 割引に よって部分.的認識法に代替 させ よ うと した
のであ る。 この ことは、本稿3-2.において述 べた ところの、部分的認識法 を要求 しない ことに
.よ.って失われ る情報 を、割引 が提供 す.る精報 に.よ.って代 替す る.とい.う選択 がな された具 体例
である。
5-2繰 延 税 金 の割 引 の基 準 化 への 道
1997年には ワーキ ングペ ーパ ー 『財務報告 にお ける割 引』(WP>がASBか ら公表 された。
このWPは 、割引 を伴 うあらゆる将 来のFRSが 首尾一貫 した基 盤の上 に作成 され るよ うに、
割引 がい かに適 用 され るべ きか に係 る原則 を.確立 し.ようと して いた。 ここでい う 「将 来の
FRS」に は、 当然の ことなが ら、繰延税金 に係 る会 計基準 も含 まれている(Prefaceandinvi-
tafiontocomment)o
そ して、DP及 びWPの 成 果に基づいて、1999年には財務報告公 開草案第19.号「繰延 税金 』
(FRED19>が公表 された。そこでは、 「もしも(a)その発生原因 となる期間差異が割引 前 キャ
ッシュ フロ」 を参照 して測定 されて お り、かつ(b)割 引の影響 が重要 で あるならば、繰 延税
金資産及び負債 は割 り引かれ るべ きで ある」(par.36)と結論づ けられた。
ASBの理事の 多数 は、割引 が重要 な役割 を果た しうると信 じて いたが、..一.・方 で割 引が繰 延
税 金 の金 額の計算 を より困難 に し.、その金額 をよ り主.観的な数値.にす ることも認 めてい た。
しか し、割 引率やスケ ジュー リングの仮定 を限 定す るこ とに よ り、主観性の程度 は減少 す る
と考 えた。このため、ASBは、FRSが割引 を要求 すべ きか否 か とい う結論 を出す前 に、回答
者の 見解 を聴取す る ことに した(p蹴s.86-87)。
5-3繰 延 税金 の割 引 の基 準 化
FI2ED19に基づ いて、2000年には財務報告基P .9号「繰延税金』(FRS19)が公表 された
が、その なかで示 され たFRED19に対す る回答 が強 く示唆 していたのは、「ほ とん どの産業 に
おいて、割引 の便益 はその費用 を上回 るとは認知 され.てい ない」 とい うことであ り、割引 を
支持 していたのは、割 引の影響 が特に重大 となると思 われ る企業 のみであった(pars.95,98>。
また、理事の 中には、.割引 に概 念的妥当性 がない ことに加 え、割引 が国際 的調和 を妨 げ る こ
とにな ると.の理由で反対 す る者 もいた、 しか し、残 りの理 事は、割引 が資産負債法 と整合的
で あ り、利 用者 に対 して より有用 な情報 を提供 す る手段 とな ると して 、原則 と して割 引 を支
持 した(pars」.0〔}一101)。この ような様 々な見解 を総合 した結果 と して 、FRS19では 「報 告企
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業は、貨 幣の時間価値 を反映す るために、繰延税金資産及び負債 を割 り引 くことがで きるが、
要求.はされ ない」(par.42)とされ た。す なわち、繰延税金 の割引は、全ての企業 に強制適用
され るの で はな く、企業 が継続 適用 を条件 に選択 で きる会計方針 の一つ と されたので ある。
割引 を要求 しなか った理 由.は、繰延税金 の割引の方法論 につ いては国際.的な コンセンサ スが
得 られてお らず 、その ため理論的 に も.実務 的に も確 立 してい ない とい う状況に おいて英国 に
導 入 され るこ とな どか ら、多 くの状況 にお.いて費用が便益 をii回る とい う認識 が一般的 だか
らであ る。 そ して、割 引 を会計方針 と して許容 した.のは.、割引 が毎期継続 して適用 され 、割
引の影響が財務諸表 に明示 され ることを所与 とすれば、全ての企業 が繰 延税金 を割 り引 く こ
とにはな らない として も、比較可能性 の喪失 は深 刻な もの とはな らないだ ろうとい う認識 か
らである(par.101(a)一(c))。
そ して、「も しも報告企業 が割 り引 くとい う方針 を採 用す るな らば、割引前キ ャッシュフ ロ
ーで測 定 されて お り、かつ割引の影響 が重要 であ る、全ての繰延税金(及 び回収可能 な前払
法人税)の 残高は割 り引 かれなければな らない」(par.44).とされた。具体的 に割引 に適格 で
ある期間差異の例 として は、加速度償却 引当金 、再評価損益 、及.び税 務上の繰越欠損金 な ど
を挙 げ られてい る(par.46)。一方 で、年金費用 に係 る引当金及び その他の 長期負債 、並び に
レッサ ーによる ファイナ ンス リースへ の投 資について生 じるよ うな ある種の期 間差異 は、既
に割 引後の キ ャッシュフローで測定 されるの.で、それ らに係 る繰 延税金 も既 に割 り引 かれ て
い る。従 って 、それ らをさらに割 り引 くと二 重計算 になるの で、割引 に適格で はないと され
る(par.45)。
ただ し、DPが 指摘す るように、 こうした年金債務や リー.ス資産の計算において利用 され る
割 引率は 「税引 き前」 の値 で あるため、 これ らの期:間差異 に係 る繰 延税金 につ いて さらな る
割 引 を行わ ない場合 には、実質的 に、割 引に適格 な期問差異(た とえば 、加速度償却 引当金
等)に 係 る繰延税 金を税引 き前割引率で割 り引いた場合 と同様の結果 となる(pars.Cr一ひ4,s)。
しか し、次項 で述 べ るよ うに、FRS19では、割 引に適格 な期 間差 異に係 る繰延税 金を税 引 き
後割引率 で割 り引 くよう規定 されて いる。従 って 、FRS19では、期 間差異の種類 によ って 、
繰延税金 の離 引に異 なる割 引率 が適 網 され ることになる とい う問題 があ る。DPは 、 このよ う
な問題 を回避す るために は、年金等 に係 る繰延 税金 を割引 前の値 に計算 し直 して、それを改
めて税 引 き後割引率 で割 り引かなければならないが、そのよ うな方法 を行 うことのコス トは、
ほ とん ど確実 にそのべ ネフ ィッ!・を上 回 ると考 え られ るため 、FRS19のよ うな方法 が唯一の
実務 的な方法 であ るとしている(pars.6.5.6-7)。しか し、FRS19.の方法 では、繰延税金資産の
同収 可能性の判断 にお けるスケジュー リング と、繰延税金 の割引 におけるスケ ジー一 リング
との間で、年金等 の割 引 に不適格 な期 間差異 の取扱い が不整合 となる可能性 が あると考 えら
れるため、DPに おいて検討 された ような、割引前の値 に計算 し直す 方法 も検討 に値す ると思
われる。
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5-A繰 延 税 金 の 割 引 の実 施 上 の.問題 へ の対 応
FRS19は、それ まで米 国のAPBやFASBが検 討 を先 送 りに して きた、繰 延税金の割 引の実
施..Lの様 々な問題 につ いて、….・つの結論 を与.えてい る。 そうした結論 は、前述 のASBワ ーキ
ングペ ーパ ー 「財 務 報 告 に お け る割 引」(WP)で 示 され た結 論 と整合 的 で あ る と い う
(par.113>。割引の実施上の主 な問題 としては、割引率の決定.と期間差.異の解消の スケ ジュ」
リングが あったので、以..下で はそれ らに関す るFRS19の結論 を検討 してい く。
(i)割引率の決定
まず 、割引率の決定 につ いてであ るが 、利用 され る割引率 は、繰延税金 の もの と同様 の満
期 口と通貨の政府債 に関す る、貸借 対照表 日に入手 す ることがで きる税引 き後 満期利回 りで
あ るべ きで あると したzz(par.52>。この よ うに、貸借対照表 日ごとに割引率 を見直 して い る
こ とか ら、FRS19は現在価値法 と して継 続的再評 価 を要求 してい ると考 え られ る。 こ こで 、
政府債 の満期利回 りは、公表情報源 か ら入手す る ことがで きるとされ る。 また、税 引 き後利
回 りは、施行 されてい るか または実質 的に施行 され てい る税率 及び税 法 に基づ いて、当該債
券 を保有 す る企業に適用 され ると見.込まれ る税率で税額 を控除 す ることによ り見積 もられ る
ことになる(par.53)。す なわち、t期後 に満 期 とな る政府債の税 引 き前利 回 りを'、とし、税率
をτとすれば、割引率 として用 いるべ き税 引 き後利nり は、r,4(1一 τ)と訂算 され る。 これ
は、期間差異の解消 によって生 じる税金費用 が損金 に算人 され ないためであ る(par.119)。
この よ うに、負債 の割引率 も資産の割引率 も同様 に政府債の税引 き後利 測 りが用 い られ る
が、FRS19は、負債 と資産の割引率の決定の根拠 を別 々に論 じてい る。
まず、負債の割 引率 は、当該負債 の特徴のみ を反 映すべ きであ るとWPが 結論 したこ とか
ら、負債 を測定す るために用 い られ る割引率 は、当該企業の資本 コ.ストに基づ くべ きではな
い とした、負債の測定 は当該負債 の決済の ための最低 費用 を測定す るこ とを目的 とすべ きで
あ り、それは以下のいずれ かであ るとされ る(par.114>。
(a)第三者 が当該 負債 を引 き継 ぐために支払われ なければな らない金額(す なわち、債 務 引
受価格;debtassumpfionprice)、または、
(b)支払期 日に当該負債 を決済で きるよ うに、債務金額 に見合 うように成長す ると見込 まれ
る資産(す なわ ち、見合 資産;matchingasset;〉に投資 されなければな らない と見込 まれ
る金額(す なわち、実質的決済価額;ef〔ec廿veset飴mentamount)。
ただ し、実務上 は、繰延税金 負債 を引 き継 ぐ意思 がある第 三者 が存 在す る可能性 は低 いた
め、実質 的決済価 額 を決定す る必要が ある と した(par.115)。繰 延税金負債 が全額解消 ベ ー
スで(す なわち、包 括的認9HWf4と整合的 に>GJ/引 かれ ると きには、当該負債が表す将来 キ
ャッシュフローは相 対的 に確実 であ り、 ほとん どの場合 、そ うしたキ ャッシュフ ローは、期
間差異 に当該 企業の実効税率 を乗 じた.金額 で一 定 であ る。従 って、最 も適切 な 「兄合 資産」
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は、当該企業 の実効税率 と同率 で課税 され る.一定の収益 を生 じるもので ある。 そ して、その
よ うな見合資産 は、繰延税金負債 と同様 の満期 日及び通貨の政府債券で ある.可能性 が最 も高
い と考 え られた(par,116)。このた め、その税引 き後利 回 りが、繰 延税金負f責の割引 率 と し
て選択 されたのである。
次 に、資産 の割iで ある。WPは 、資産 の割引率 は同等の リスク を有す る投資 に対 して
市場 が期待す る収益率 であ ることを示 唆.したが、そ うした リスクの一部 が見積将来 キ ャッシ
ュ.フQ一を減 少 させ ることによっ.て考慮.さ.れてい る場合.に.b#..その分だけ割引率は低 くなる。
FRS19では、割引前の繰延税金資産 がPaさ れ る金額 を決定す る際 に、当該繰延税金 資産の
回収 可能性 に関す る不確 実性 を考慮 す ることを要求 してい る23ので、 こ うした不確実性 は割
引率 に反映 され るべ きではない とされ た。 その他 の面で は、繰延税金資産 に係 る将 来キ ャ ッ
シュ フローは相対 的に確実 で あるため 、市場 に よる期待収益率(従 って、繰延税 金資産の割
引率)は 、政府債券の実質(す なわち、税引 き後)利 回 りに近似 的に等 しい(par.117)。
この よ うに、FRS19は、繰延税金 資産 及び負債 のいずれ もが、当該繰延税金 と同様の満期
日及び通貨の政府債券 に係 る実 質利 回 りで割 り引かれ ることを要求 してい る。 これ らの割 引
率 は、WPの 結論 と整合 的で あるのみ でな く、その他 の代替 的な割引率 よ りも単純 に決定 で
き、主観性 が低 い とい う利点 を有 してい.る(par.11S)、
ただ し、い くつか検討すべ き点 も指摘 しうる。第一..一に、第2節 で述 べたよ うに、WPで は負
債 の測 定において債務を負 っている企業の信 用 リスクを反映 すべきで ないとされてい るため 、
WPに 基 づ くFRS19の規定 では、繰 延税金 資産 と繰延税 金負債 とで測定 が非 対称 となるこ と
であ る。 この ことは、FRS19に固有 の問題 とい うよ りは会計 の枠組 み全体に関わ ることで あ
り、本稿が扱 うべ き範 囲を超 えてい るので.、今後の検討課題 とす る。
第二 に、ASBのWPで は、FASBの露Dに おけ る 「期待現在価値法」 に相 当す る方法(WP,
par.2.3>しか提示 されていないに もかかわ らず、FRS19.ではF,Dに.おける 「割引率修 正法」 に
相 当す る方 法が適用 されてい るとい う意味 で.、FRS19とWPとは不整 合性 で あるとい える。
た とえば、期 待現在価値 法で は、キャ ッシュフロー として期待値 を屠 いなけれ ばな らない に
もかか わ らず、FRS19では スケ ジュー リングに基づ く単...・の見積 もりが用 い られ てい る。 ま
た、 リス ク修 正割引率 を決定す るために、同様の 不確 実性 を伴 う同様の資産(ま たは負債)、
すなわ ち、当該繰 延税金 の もの と同様 の満期 日と通 貨の政府債の税引 き後利 回 りを利 用 して
い る。 この よ うに、FRS19の規定 は、FASBのEDに おけ る割引率修 正法 とほ とん ど整合的で
あ る。 ただ し、期待 キャッシュフn一 を計算す るこ とや、CAI'Mを 用いて リス ク修 正割引
率 を決定 す ることがほとんど実務 に定 着 して いない現状 を考 えると、伝統 的アプ ローチで あ
る割引率修正法 を要求す るFRS19の規 定はむ しろ現実的 な もの とい えるか も しれない。
第三 に、繰 延税金.資産の測定 において リスクが適 切に考慮 され ないか もしれな いことで あ
る。既述 の ように、繰延税金資産 を実質的 に無 リス クで ある政府債券 の税 引 き後満期利nり
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で割 り引 くことがで きるのは、割引前の繰延税金 資産 の認識 に関す る規定 によ り、 リスクが
キ ャッシュフローの側 で調整 されてい るか らで あ るとされ る。 しか し、具体 的にその認識 に
関する規定 を見 ると、「繰 延税 金資産 は、それ らが回収可能 とみ な され る範囲で認識 され るべ
きである。繰延税 金資産 は、人 手可能な全ての証拠 に基づ いて、 その発生原因 とな る期間差
異の将来 における解消(に 係 る税額)に よって控除 しうる適格 な課税所 得 が存在 する と見込
まれ る可能 性の ほ うが高 い とみ なす こ とがで きる範 期で 、岡収 可 能 とみ なす べ きで あ る」
(par.23>とされ る。 この よ うな認識規定 は.、SFAS109に.おける.と..同様 の ものであるが、菅野
(2009]で指摘 したよ うに、 この規定 に基.ついて認識 され る繰延税金 資産の金額 は、回収 しう
る金額の確率分布の 中央値 に等 しくなる。仮 にこの確率 分布 が 正規分布 で あるとすれ ば中央
値 と期待値 は一致す るが、キ ャ ッシュフローに リスクを反 映す るためには、 さらにこの 期待
値 か らリス ク ・プ レ ミアムを減額 しなけれ ばな らない。すなわ ち、 中央値 によ って期待値 を
近似 しただけでは リスクを反映 したことにはな らないのであ って 、FRS19の規定 で は、測定
纏 に上方バ イアス を生 じさせ て しまうことになろう。 ただ し、実務上 は リスク ・プ レ ミアム
の金額 を合理 的に決定す る方法 は存在 しないので、 リスクは割 引率のほ うに反映す べ きであ
るが、その際 には結局CAPM等 を利用す るほかな く、いずれに して も現実 的ではない。 その
ため、結局 は、FRS19のよ うに全ての企業 に共 通の割引率 を定 めるほ うが、簡便 かつ客 観的
で あり、妥 当か もしれ ない。
??
?
(2)期間差異の解消 のスケ ジュー リング
次 に、期 間差異 の解消 のスケ ジュー リングにつ いては、割引期 間は 「貸借対照表 日か ら期
間差異 が解消す るで あろ うと見積 もられ る 日までの年数」 で あるべ きであ り、解消 日を見積
もる ときにな され る仮定 は、財務 諸表の他の部 分でな され るもの と整合 的でなければ な らな
い とされ た(par.47)。た とえば 、「解消 のス ケジュー リング には、既 に財務諸表 に反映 され
てい る取引の残存す る税 効巣 のみを考慮 す るべ きで あ り、将来 の取引 につ いて生 じると期待
され るその他の期間差異 も.、将来 の税務 上の欠損金 も考慮 され るべ きで はない」(pac47)と
されたが.、この ことはFRS19が採 用す る包括的認識法のr将 来の取引 または事象 の税効果 を
考慮 しない」 とい う考 え方 と整合的で ある。
ところで、ある種 の期間差異 について は、それ らに係 る繰延税金 資産の回収及 び繰 延税金
負債 の決済 が生 じる金額及 び時 点 は不確実 か もしれないが、 そのよ うな場合 には、そ う した
金額及び時点 を入手 可能 な証拠 に基 づいて 見積 もらなければ な らない とされ た。 そ して、そ
の ような証拠 は、企業 が投資 または売 買 目的の資産 ポー トフォ リオを保有 してい る場合 には
当該ポ ー トフ.オリオに.含まれ る資産 の平 均iui収i4JIB1.税引 き前利益 に対す る実際納税額 の比
率の平均24(averageamountsoftaxpaidasapercentageofthebookgain)、及びその他 の変数
に関す る歴史的デ ー タか ら得 るこ とがで きるが、これ らの変 数が将来 において変動す る可能
ns一
繰延税金の割引現在価値測定
、?
?
性に関す る証拠 も考慮 されなければならないとされる(par.51)。このように、包括的認識法
の下では、当期末に存在する.全ての期間差異について税効果が認識 されるから、スケジュー
リングが困難な期問差異 についても税効果が認識 されるため、それらについて も入手可能な
証拠に基づ く見積もりによって割引を適用することになっている。
最後に、差異の発生 と解消のパ ターンに関する仮定については、何 ら明確な結論は示 され
てお らず、実務上、大きな問題となる可能性.がある。
6お わV)に
本稿では、繰延税金の割引に係る問題について包括的に議論 した。以下ではその主要な結
論を要約する,第2節では、割引または現在価値測定の概念 フレームワークとして、主に米
国のSFAC7及びED、並びに英国のWPの 内容 を検討 した。その結果、少なくとも繰延税金
の割引に関連する部分については、負債の測定に信用 リスクの変化を反映すべ きか否かに関
する見解の相違を除いて、両者に実質的な相違はないことが明らかとなった。そして、現在
価値の計算方法としては、FASBのEDにおいて.、割引率修正法と期待現在価値法が提案され
ている。 これらの うち、ファイナンス理論との整合性の観点からは期待現在価値法のほうが
望 ましいが、実務上の簡便性の観点からは割引率修.正法のほうが望 ましいと思われる。これ
らの方法を用いて繰延税金の現在価値 を計算する際には、将来キャッシュフローの流列 を決
定するために一時差異等の解消のスケジューリングを行わなければならないが、スケジュー
リングが困難な一時差異等が存在するという問題や、差異の発生 と解消のパターンに関する
仮定に関する問題があり、これ らについてはさらなる検討が必要であると考えられる。
第3節では、まず、税効果会計の方法 と繰延税金の割引との関連性について議論 した。そ
して、繰延法と割引は整合 しないのに対して、資産負債法と割引は整合.することを指摘 した。
さらに、税効果会計の方法 としての資塵負債法は、必ずしも利益観 としての資産負債 アプロ
ーチと結びつ くわけではなく、.現在価値法として利息法を用いる場合には、収益費用アプロ
ーチと結びつ くことを指摘 した。まt.現 在価値法としては継続的再評晒と利息法が存在す
るが、実務上の簡便性の観点か らは継続的再評価のほうが妥当である。次に、税効果の認識
範囲と繰延税金の割引 との関連性について議論 した。そこでは、部分的認識法と割引はとも
に繰延税金の金額を減少 させる影響があるので、コス トとベネフィッ トの観点からどちらか
一..一.方のみが採用されうることを指摘 した。
第4節では、米国における繰延税金の割引を巡る動向を:概観 した。米国では、1966年の
ARS9を始めとして、早くか ら繰延税.金の割引に関する理論的研究が進展していた。その後、
SFAS96において税効果会計の方法が繰延法か ら資産.負債法へ転換 したことにより、理論的な
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整合性の観点か らは割引が必要となったが、制度上では、実務上の複雑 さから、繰延税金の
割引は現行のSFAS109に至るまで一貫 して禁止 されてきた。 しかし、近年ではSFAC7やED
といった割引に関する概念 フレームワークが開発 され、繰延税金の割引を検討する棊盤は十
分に整っているといえる。
第5節では、英国における繰延税.金の割引の基準化に至る経緯を概観するとともに、FRS19
における割引に関する規定のWPとの整合性をo'"t.した。まず、1995年のDPにおいて繰延税
金の割引が提案 されたが、.それは.P時に税効果の認.識範囲の決定方法の部分的配分法か ら包
括的配分法への転換が提案されたことによって失われる情報内容を捕 うためであった。その
後に公表 されたFRS19では繰延税金の割引が許容されたが、割引が要求 されなかったのは、
多くの場合に費用が便益を上圓ると考えられたためであり、割引が許容 されたのは、割引の
影響が明示 されるならば比較可能性の.喪失は深刻なものとならないと考えられたためである。
次に、FRS19の規定を検討 したが、WPとの整合性の観点か らは、WPで示 されていないED
の割引率修正法を実質的に適用 している点、繰延税金資産の測定 にリスクを適切に反映でき
ていない点が問題である。ただし、こうした概念上の問題は実務上の実行可能性 との トレー
ドオフの結果であるともいえ、FRS19ではより現実的な選択がなされたということかもしれ
ない。また、繰延税金負債の測定に信用 リスクを考慮すべきか否かについては検討の余地が
ある。
最後に、わが国において繰延税金の割引の導入を検討する際の課題について述べる。第一
に、.繰延税金の割引について議論するためには、まず、その前提となる現在価値測定に関す
る概念フレームワークを整備する必要がある。わが国においても、2004年7月に財務会計基
準機構の基本概念ワーキング ・グループから討議資料 「財務会計の概念フレームワーク』が
公表 されたが、そのなかには米国のSFAC7に対応するような現在価値測定に関す るフレーム
ワークは含まれていない。また、SFAC7やASRにおいて も必ず しも十分に実務に耐えるよう
な現在価値測定の指針が示 されているわけではないので、わが瞬においてこうしたフレーム
ワークを作成する際には十分な指針を提供でき.るようにすべきである。第二に、米国におい
て繰延税金の割引を行わない主な理由となった、実施上の様々な問題を解決 しなければなら
ない。特に、FRS19で解決されなかった、一時差異等のスケジューリングの方法や、.測定値
への リスクの反映の方法が問題となろう。第三に、..t.記のような様々な課題を解決し、何 ら
かの適切な方法.を開発 したとして、その方法に基づいて割引を行うことがコス トとべネフィ
ッ トを比較 して正当化 されるか否かを検討 しなければならない。その際、わが国の目下の超
低金利 を考慮すると、割引を行うことのベネフィッ トは非常に小さいように思われるかもし
れない。 しか し、全ての企業 に強制すること以外にも、rRSiyにおけるように会計方針 とし
て許容することや、銀行等の特定の業種のみに強制するという選択肢があることを考慮すれ
ば、十分に検討の余地があると考えられる。
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【注l
l財 務会計概念ステー トメント第5号 『営利企業の財務諸表における認識 と測定』によれば、「将来キ
ャッシュフローの現在(ま たは割引)価 値」とは、「正常な営業過程において資産が換金されると予
測される.将来のキャッシュ ・インフローの現在価値t4は 割引価値から、当該キャッシュ ・インフ
ローを獲得するために必要なキャッシュ ・アウトフロ 一ーの現在価値を.搾除 したものをいう」(par.67
(e),平松 ・広瀬訳[2002】,p.L43;〉。
2後 述する米国FASBの公開草案 『公正価値測定1.(ED)や、英国ASBのワーキングペーパー 「財務
...報告.における割引』(WP)は、...正確に.は概念.フ.レ児.ムワ▽クでは..な.いが、本稿では便宜上、それに
相当するものとみなしている。
3本 稿では、「割引」と 「現在価値測定(計 算)」を代替的に用いている。
4EDで は公正価値の定義についてSFAC7を基本的に踏襲 している。SFAC7によれば、資産(ま たは
負債)の 公正価値 とは 「独立 した当事者間による競売または清算による処分以外の現在の取引にお
いて、資産(ま たは負債)の購入(ま た.は負担)ま たは売却(ま たは弁済〉を行う場合のその価額」
(平松 ・広瀬訳fzoo2],p.420)であるとされる。従って、EDでは 「十分な知識を持った(know1・
edgeable)」という要件が追加 され、洗練された取引主体 を前提としていることを明確化 したことを
除けば、SFAC7における公正価値の定義と実質的な相違はないと考え.られる。
5SFAC7における;z述(SFAC7,par,23)..と比べる 、EDでは、負債の場合には 「(f)企業の信用力」
をも捉えるべきとしている点で相違 しているが、SFAC7は負債の測定に企業の信用力を反映させる
べきであるとしている(SFAC7,pazs.78-88)ので、FASBの見解に変更aな い。
51980年に公表 された財務会計概念ステー トメント第2号 『会計情報の質的特徴』では、比較arty性
とは、「情報利用者に二組の経済現象の類似点と相違点を識別 させる情報の特性」(平松 ・広瀬訳
[2002],p.59)と定義されている。
7EDに おける割引率修il:法及び期待現在衝値法は、SFAC7における伝統的アプローチ及び期待キャ
ッシュフロー ・アプローチにそれぞれ相当すると考えられる。
x通 常、CAPMでは、ある資産の期待収益率を算定するために、当該資産そのものの価格に基づく実
際収益率のデータを用いるが、そのような価格.が得 られるならば、そもそもその資産の現在価値 を
計算する必要はないので、ここでは同様の不確実性を伴 う同様の資産の価格に基づく実際収益率 を
羅いるとしている。
9齋 藤[1999,p.124】によれば、 一jG引法 とは、最初に生 じる一時差異等のみを一時差異等の発生と
捉え、後の一・時差異等の発生は、マイナスの解消 と考える方法である。
エ。FASB(1983](DM)、Rayb3im[zsssl、及び齋藤[20〔!3]その他多くの研究が、繰延法 と割引の不整合
性とともに.資産負債法と割引の整合性を指摘 している、∫
11繰 延税金の割引を否定する論拠 として.「原初認識時には、支山または収入 された現金または現金同
等物(歴 史的原価または収入)は 、反証がない限 り.通 常は公正価値 を近似す ると仮定される.1
(SFAC7,par.7)という伝統的な会計慣行を根拠 として、割引前の金額である税金の前払額(歴 史的
.原価)ま たは前受額(歴 史的収入)に よって繰廷税金資産及び負債 を原初測定することが妥当であ
ると主張 されることがある.す なわち,繰延税金資産(負 債)は 、しば しば 「政府への無利息の貸
付(政 府からの無利息の借人)」であるといわれるように、明示的な利息を伴わないため、(差異発
生期間と解消期間とで税率及び税法の変.更がなく、両期間の課税所得が十分である場合には)将 来
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における回収額または支払額は、当期以前における前払額または前受額と同額 となる。この場合に
は、利息法によって配分すべ き割引額または割増額が存在せず、実効利予率は0%と なるため、割
引の影響は実質的に存在 しないとされる(Keller[1961,pp.8Fua】)。しかし、繰延税金資産 または
負債については、歴史的原価または収人が公正価値を近似 しないという明らかな反証が存布す る。
たとえば、通常、市場参加者は、貨幣の時閲価値だけ.将 来のキャッシュフローを同額の現在のキ
ャッシュフローよりも低 く評価する。また、将来における回収額また支払額は、実際には、差異解
消期間に発生する課税所得に依存 して変動するから、市場参ｱm者はそれに応じたリスク ・プレミア
..ムを要求する。 さらに、.繰延税.金資産及び負債が:南場で自由.に売買で.き.な..いことにより、流動性プ
レミアムが要求 されるかもしれない。このため、繰延税金の原初認識時には、割引を行 って公正価
値を近似 しなければならない。
12利 息法を適用する場合、税率の変化による影響は、「見積もりの変更」として処理すべ きであると考
えられる。SFAC7では、見積 もりの変更の処理方法として、変更後の見積キャッシュフローを原初
の実効利子率で割り引いて算定 した現在価値に簿価 を修正するという 「簿価修正方式」を推奨 して
いる(pars.97-100;。
13米 国SFAS109、英国FRS/9,[AS12、及び 日本基準等の現行基準は全て、資産負債法と包括的認識法
の組み合わせを採用 している。 しか し、学術論文では、理論的に資産負債法は部分的認識法と結び
つくとの見解も有力である(た とえば、ChaneyandJeter[1989,PP.7-8]、齋藤[]999];)。この見解に
よるならば、資産.負債法を介して割引と部分的認識法が結びつくことになるが、激 しい論争がある
問題であり、一般的な合意が得られているわけではな.い。
14西 村tzom,PPl93-195]は、ARS9のこのような税効果会計の方法を 「見越 ・繰延方式」と呼んでい
る。
15こ のことはSFAC3を改訂するために7J86年に公表 された財務会.t概念.ステー トメント第6h『財務
諸表の構成要素』(SFAC6)でも再確認 されている(par247)。
lfiAPBO23の規定では、子会社等の.x分配利益に係 る一時差異が解消するか否かは、親会社または投
資会社の意思と行為に依存して決定 されるため、その期間差異が解消 しないとの..卜分な証拠が存在
しない限 り、繰延税金を認識 しなければならない。また、貯蓄貸付組合の貸倒準備金及び生命保険
株式会社の保険契約剰余金に係 る一時差異については、通常その解消が無期限に延期されるとみな
されるため、反証がない限り、繰延税金を認識 してはならない。従って、APBO23が対象とする期
間差異については、繰延税.金を認識しない場合が存在する。このことは、SFAS96が採用する包括的
認識法の例外 となる。詳 しくは、西村[2001,PF.31一・32]を参照.
nsassに よる現在価値プロジLク トの開始からSrAC7公表までの経緯、及びSF'AC7の概要について
は、川村 【2000]等を参照。
1&た だし、2004年3月に開かれたIASBとの会合において、法人税等の会計に関するIASBとの短期的
統合プロジェクトでは繰延税金の割引は対象外 とすることが決定 されており、米国における繰延税
金の割引の導入は当面は期待できないかもしれない。
19DPが 包括的認識法への転換を提案 した理由について、詳しくは.西村[2001,PP.72-77]及び清村
[2003,p.331を参照。
z。Citron[20011が調査 した1959-1991'fののべ1522社の英国企業では、部分的認識法によって計上 さ
れた繰延税金負債の金額は、平均 して、包括的認識法によると仮定して計算された金額の44%に過
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ぎなかった(pp.834-536)。
Citron[2001]は、包括的認識法によると仮定 して計算した繰延税金負債を、「部分的認識法によって
計上された繰延税金負債」(otl額)と「注記で開示 される潜在的な繰延税金負債」(潜在額〉に分
解すると、計.i.額は市場で概ね有.意に負に評価 されていた.こ のことは、包括的認識法よりも部分
的認識法のほうが、信頼性の高い繰延税金負債の金額をもたらすことを示唆 している。また、潜在
額は株価 と正の関係があり、このことは潜在額が将来の企業戌長に関する情報 を市場に提供 してい
るという証拠とn的 である。将来の企業成.長.は経営者が管理する投資計画に依存しているから、
、.潜在額を注記で示すことにな.る部分的認識法は、...経営者に.よる.「納税の金額と時期の管理」に関す
る情報をも提供 している可能性がある。
理論上は、繰延税金の満期口及び通貨を割引率 と対応 させ ることが必要となるため、期間差異が解
消すると予測 される各年度、及び各課税管轄.について、異なる割引率の適用が要求 されるが、重要
な誤差を生 じさせずに計算を単純化するために近似値及び平均値 を利用することが可能な場合もあ
るとされる(FRS19,par.59)。
しかし、実際には、FRS19の規定ではキャッシュフローに繰延税金資産の回収可能性に関する不確
実性 を考慮できていない。このことについては後述する。
恐 らく、繰延税金資産及び負債の金額を計算する際に～期間差異に乗ずる税率として用いられるも
のと思われる。
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